
平成 2 9年第 1回南島原市教育委員会定例会

日時 平成 2 9年 1月 2 3日 (月) 午後 2時 0 0分
場所 南有馬庁舎 2階会議室

議事日程

第 1 開会

第2 前回会議録の承認

第3 会議録署名人の指名

第4 教育長報告

第5 議案審議
議案第 1号 南島原市学校施設整備基金条例の制定について
議案第 2号 南島原市要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱の一部を

改正する告示について
議案第3号 南島原市教育支援委員会の答申について

第 6 その他
(1) 準要保護児童生徒就学援助の申請について
(2) 平成 2 8年度卒業式及び平成 2 9年度入学式について
(3) 辞令交付式について
(4) 次回教育委員会定例会の開催について
(5) 教育委員会臨時会の開催について
(6) その他



南島原市教育委員会定例会教育長報告

○平成 2 8年 12 月の諸会議並びに諸行事

19日(月 )9:00 部局長・支所長会議 (西有家庁舎)

14:00定例教育委員会(南有馬庁舎)

20日(水 )9:30 定期監査結果報告書受取(西有家庁舎)
16:00中学校ソフトテニス新人大会九州大会出場激励会 (西有家庁舎)

21日(水 )10:00市議会閉会 (有家)

22日(木 )10:00幼稚園視察・懇談会 (北有馬幼稚園)

25 日 (日 )9:30 ロータリー少年野球塾 (有家総合運動公園)

28日(水 )13:00平成 2 8年度第2回学校施設跡地利活用検討委員会(西有家庁舎)
15:00市仕事納め式 (西有家庁舎)

17:00教育委員会仕事納め式(南有馬庁舎)

29日(木 )20:00消防年末警戒巡視激励 (~3 0 日)(深江町・布津町)

○平成 2 9年 1月の諸会議並びに諸行事

4 日(水 )9:00 市仕事始め式 (西有家庁舎)
11:00平成 2 9年成人式 (コレジョホール)

17:00教育委員会仕事始め式(南有馬庁舎)

5 日 (木 )9:30 平成 2 9年消防出初式 (コレジヨホール)

6 日(金 )9:30 平成遣欧少年使節壮行会(西有家庁舎)
10:00派遣教員面談 (西有家庁舎)

13日(金 )15:30商工会創立十周年記念式典・祝賀会及び第七回新春賀詞交歓会 (ザ・
マーキーズ)

19:00南高医師会新年会(ゆやど雲仙新湯)

14 日 (土 )14:00 石江道場創立十周年記念祝賀会 (ザ・マーキーズ)

15 日 (日 )13:0O P T A 連合会研究大会 (コレジヨホール)



17日(火 )9:00 部局長・支所長会議 (有家庁舎)

10:30人事ヒアリング(長崎市)

15:00県公民館大会実行委員会 (雲仙市)

19日(木 )14:00教職員研修「さきがけ」冬期特別講座 (カムス)



議案第 1号

南島原市学校施設整備基金条例の制定について

提案理由

南島原市立小・中学校の施設整備に必要な経費の財源に充てるため基金を設置した
いので、南島原市教育委員会教育長に対する事務委任規則第2条第8号の規定により
教育委員会の意見を求める。

平成 2 9年 1月 2 3日提出

南島原市教育委員会
委員長 近藤 孝信



南島原市学校施設整備基金条例

(設置)
第 1条 南島原市立小・中学校の施設整備に必要な経費の財源に充てるため、南島

原市学校施設整備基金 (以下「基金」という。) を設置する。

(積立て)

第 2条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算 (以下「予算」とい

う。 ) で定める。

(管理)

第3条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法に

より保管しなければならない。

2 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代える

ことができる。

(運用益金の処理)

第4条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、基金に繰り入れるものと

する。

G繰替運用)

第 5条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及

び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することがで

きる。

(処分)
第 6条 基金は、第 1条に規定する基金の設置の目的を達成するために必要な経費

の財源に充てる場合に限り、これを処分することができる。

(委任)
第 7条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別

に定÷める。

附 則
この条例は、平成 29年 4月 1日から施行する。



議案第2号

南島原市要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱の一部を改正する告示
について

提案理由

現在、入学後支給している「新入学児童生徒学用品費」を、入学前に入学予定者に
対し支払うため、所要の改正を行うもの。

平成 2 9年 1月 2 3日提出

南島原市教育委員会
委員長 近藤 孝信



南島原市要保護及び準要保護児童生そ遊就学援助費支給要綱の÷部を改正する告示

南島原市要保護及びN準要保護児童生そ海就学援助費支給要綱 (平成18年南島原市教育

委員会告示第3号)の÷部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

南島原市要保護及び準要保護児童生徒等就学援助費支給要綱

第 1条中「昭和22年法律第26号」の次に「。以下「法」という。」を加え、「児

童・生徒」を「児童生徒 (法第18条に規定する学齢児童又は学齢生徒で南島原市立小

中学校に在学し、南島原市に住所を有するものをいう。以下同じ。)又は入学予定者

(翌年度の南島原市立小中学校の入学予定者で南島原市に住所を有するものをいう。

以下同じ。)」に改め、「保護者」の次に 「(法第16条に規定する保護者をいう。以

下同じ。) 」を加える。

第2条中「南島原市要保護及び準要保護児童生i紗就学援助費」を「南島原市要保護

及びN準要保護児童生徒等就学援助費」に、「南島原市に住所を有し、南島原市立学校

設置条例 (平成18年南島原市条例第71号)に規定する学校に在学する児童・生徒」を

「児童生徒又は入学予定者」に改める。

第4条の見出し中「援助費」を「就学援助費」に改める。

第5条中「就学援助を」を「就学援助費の支給を」に改める。

第6条第1項中「要保護及びN準要保護児童生徒に係る世帯票」を「要保護及びN準要

保護児童生徒等に係る世帯票」に改め、同条第 2項中「世帯票により」を削る。

第7条中「世帯票に基づき」を「就学援助費受給申請書に基づき」に改める。

第 9条第 1項中「次に定める時期に」を削り、同項各号を削り、同条第 2項を次の

ように改める。

2 就学援助費の支給日影期については、教育長が別に定める。

第10条第1項中「就学援助を」を「就学援助費の支給を」に改める。

第11条第 1項中「世帯票をもって」を削り、同項中第 2号を第 3号とし、第 1号の

次に次の 1号を加える。

(2) 入学予定者が南島原市立小中学校に入学しなかったとき。

様式第 1号から様式第 5号までを次のように改める。
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様式第1号 (第5条関係)

就学援助費受給 申請書

年 月 日
南島原市教育長 様

申請者住所
保護者氏名 ◎
(電話) 一

下記の児童生徒等について就学援助を受けたいので、理由を付して申請します。

学 校 票 学年・組
※

(ふりがな)
児童生徒等氏名 性 別

児
童
生
徒
等

年 組
( )

年 組
( )

年 組
( )

援
助
を
受
け
た
い
理
由

1 生活保護法に基づく保護の停止又は廃止をされたが依然生活が困難である。
生活保護停止又は廃止年月日 ( 年 月 日)
2 ( 税) の非課税又は減免を受けた。
3 国民年金又は国民健康保険の減免を受けた。
4 児童扶養手当の支給を受けた。 児童扶養手当証書番号 ( )
5 生活福祉資金の貸付けを受けた。 決定書又は払込通帳の番号 ( )
6 保護者が職業安定所登録の日雇労働者である。 登録番号 ( )
7 生活保護法の適用を受けないが、それに準ずる生活程度である。
8 病気災害等の特別な事情により経済的に困窮している。

家

庭

状

況

氏 名 続柄 生 年 月 日 職業、学校学年※ 年 収 住 宅

年 月 日
.万 円
1 持 家

2 借 家

3 その他
( )

年 月 日 万円

年 月 日 万円

年 月 日 万円

年 月 日 万円

年 月 日 万円

年 月 日 万円

1 学校経由で提出のこと。
2 同意書 (様式第 1号の付表) を添付すること。
3 小学校と中学校にそれぞれ児童生徒がいる場合は、この申請書は、別々に提出くだ
さい。

4 ※には、 年度の学校名学年を記入してください。
一裏面もご記入ください。
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(裏面)

1 申請にあたって、現在の生活状況や経済的にお困りのことを具体的に
ご記入ください。 (この項目は必ずご記入ください。)

2 最近、生活状況が急激に悪化したなど、特別な事情があればご記入く
ださい。

3 就学費用についてお困りのことがあれば具体的にご記入ください。

4 上記以外で特別な事情があればご記入ください。

内容等に不明な点がある場合には、ご連絡することがあります。

- 3 ー



様式第 1号の付表
同 意 書

私は、 年度、就学援助費の受給資格認定のために、南島原市要保護及び準要

保護児童生徒等就学援助費支給要綱第 2条に定める理由について、南島原市教育委員会

が調査することに同意いたします。

また、次年度以降についても認定を継続する場合は同様といたします。

年 月 日

南島原市教育長 様

(保護者)

住 函 南島原市 番地

氏 名 ◎
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様式第2号悌納6条関係)
要保護及び準要保護児童生徒等に係る世帯票

鰯1 1畏童生徒罰 鰐 1 1翻
続 柄 生年月日職 業 昆宅有居蕪 著餐無‐(療誠 評 住 宅 の 形 熊 家 庭 状 況 の 変 動

家 ①持 家庭
の
状 ②借 家
況 貸 間

儀を
　　　
人む

就学援助を必要と認める者についての学校長の意見

① 保護者の職業が不安定で生活状態が悪いと認められる。
② 生活状態が悪いため、学校納付金を減免している。
③ 生活状態が悪く、学校納付金が滞りがちである。
④ 昼食、衣服が著しく悪く、また、学用品、通学用品等に不自由している。
⑤ 経済的理由による欠席日数が多い。
⑥ その他 (具体的に記載のこと)

上記の者を就学援助を必要とする児童生徒等として報告します。

年 月 日

南島原市立 学校長 園

南島原市教育委員会 様

継 続 報 告 小 学 校 中 学 校
2学年 3学年 4学年 5学年 6学年 1学年 2学年 3学年

報告年月日

学校長 ⑩

世帯についての福祉事務所の長又は民生委員の所見 教育委員会の認定の事由 (変更の事由)

認定の場合

認定をしない
場合又は取消
し の 場 合

上記の者を牽鑓 児童生徒等として認定に 喜ん。

年 月 日

南島原市教育委員会 団

南島原市立 学校長 様

継 続 報 告 小 学 校 中 学 校
2学年 3学年 4学年 5学年 6学年 1学年 2学年 3学年

報告年月 日

教育委員会圏
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様式第3号 (第7条関係)

就学援助認定 (却下)通知書

様

南島原市教育委員会 園

年 月 日付けで申請がありました就学援助費の支給については、次の
とおり決定したので通知します。

学校名 学年 児童生徒等氏名 性別

上記の者について、下記のとおり決定しました。

1 要保護・準要保護に、 年 月から開始

2 却 下
(理由)
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様式第4号ぼ鶏条関係)
年 月 日

校長 様
南島原市教育委員会 団

年度就学援助費支給計画通知書

教育扶助
受給の有無

学年の
区 分
男女の
区 分
児童・生徒等氏名

支 給 明 細
支出 (予定)年月日新入学児

学用品費 学用品費
修 学
旅行 費 給食費

年
年 月 日

新入学児童用品費

学用品費

修学旅行費

学校給食費

医療費

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

計 人
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様式第5号斜き11条関係)

年 月 日

就学援助費支給取消通知書

様

南島原市教育委員会 圏

就学援助費の支給については、次のとおり取り消したので通知します。

学校名 学年 児童生徒等氏名 性別 事由発生日

上記の者について、 により 年 月 日付 支給取消しとする。

附 則
この告示は、平成 年 月 日から施行し、改正後の南島原市要保護及び準要保護

児童生徒等就学援助費支給要綱の規定は、平成28年度の予算に係る就学援助費から適

用する。
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南島原市要保護及び準要保護児童生徒就学援助費支給要綱の一部を改正する告示新旧対照表

新 旧

南島原市要f絹護及び準要保護児童生徒ミ鋪総饗似援助費支給要綱

(目的)

第 1条 この告示は、剥脱z軸教育法 (昭和22全科賓律第26号。以下「法型 という。)第19条
の規定に基づき、経済的な理由によって就学困難な児童生徒 (法第18条に規定する学
齢児童又は学齢生徒で南島原市立小中学校に在学し、南島原市に住所を有するものを
いう。以下同じ。)又は入学予定者 (翌年度の南島原市立小中学校の入学予定者で南
島原市に他所を有するものをいう。以下同じ。)の保護者 (法第16条に規定する保護
者をいう。以下同じ。) に対し、必要な援助を与えることにより、義班敦粥教育の円滑な
実施に資することを目的とする。

第2条 南島原市要保護及び錐要保護児童鶴影等就学援助費 (以下「就学援助費」とい
う。)の支給対象となる者は、児童生徒又は入学予定者の保護者で、次の各号のいず
れかに該当するものとする。

(1)・(2)( 略)

徳就学援助費の刺銚働

第4条 (略)

2 (略)

媛≦助の申請)

第5条 就学援助費の支給を受けようとする保護者は、就学援助費受給申請書 (様式第

南島原市要保護及び準要保護児適性徒就震拷援助費支給要綱

(目的)

第 1条 この告示は、学を]教育法 (昭和22仝粍獅醸第26号)第19条の規定に基づき、経済
的な理由によって就学困難な児童・生徒の保護者に対し、必要な援助を与えることに
より、義務縫教育の円滑な実施に資することを目的とする。

援助隊者)

第2条 南島原市要保護及びN準要保護児童生i海就学援助費 (以下「就学援助費」とい
う。)の支給対象となる者は、南島原市に住所を有し、南島原市立羽蟻設置簿条例 (平
成18年南島原市条例弟… 1号)に規定する学校に在学する児童・生徒の保護者で、次の
各号のいずれかに該当するものとする。

(1)・(2)( 略)

緩璽壇の支給勧
第4条 (略)

2 (略)

緩1助の申請)

第5条 就学援助を受けようとする保護者は、就学援助費受給申請書 (様式第1号)を
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新 旧

1号)を南島原市教育委員会 (以下「教育委員会」という。) 提出しなければなら
≠ヱし・。

(世帯爪勲

第6条 教育委員会は、就学援助費受給申請書を受理したときは、当該申請内容に基づ
き、要保護及びN準要保護児童生徒等に係る世帯票 (様計式第2号。以下「世帯票」とい
う。)を作成し、校長の意見を求めなければならない。

教育委員会は、必要に応じ、民生委員又は福祉事務所の長の意見を求めなければな
らない。

緩勤の認定及び通知)

第7条 教育委員会は、就学援助費題給申請書に基づきその内容を審査し、就学援助認
定の可否を決定し、世帯票をもって速やかに校長へ通知するとともに、就学援助認定
(却樽 通知書 (様式第3号)により保護剛者に通知するものとする。

第9条 就学援助費は、原則としてロ座振込により、教育委員会が直図接保護者に対して
刺給する。ただし、郭熱誠讃図校長に、医療費は医療機関に対して支払う。

2 就学援助費の充奏細ぼ潮については、教育長が別に定める。

南島原市教育委員会 (以下「教育委員会」という。)一提出しなければならない。

(世帯爪勲

第6条 教育委員会は、就学援助費受給申請書を受理したときは、当該申請内容に基づ
き、要保護及びN準要保護児童生徒に係る世帯票 (様式第 2号。以下「世帯票」とい
う。)を作成し、校長の意見を求めなければならなし、

2 教育委員会は、必要に応じ、世帯禾により民生委員又は福祉事務所の長の意見を求
めなければならない。

媛≦助の認定及び通知)

第7条 教育委員会は、世帯票に基づきその内容を審査し、就学援助認定の可否を決定
し、世帯票をもって速やかに校長へ通知するとともに、就学援助認定 (却下)通知書
(様式第3号)により保護一者に通知するものとする。

鰹合繊 蜘 )
第9条 就学援助費は、次に定める時期に原狽gとして口座振込により、教育委員会が直
接誌鷺護者に対して;朝給する。ただし、判熱誠増 ;灘張に、医療費は医療機関に対し
て支払う。

(1) 学用品費及び}*蘇ぬ食費は、学期中の月数分を学期ーさまで　　

(2) 修学旅行費及び順因療費は終了後

(3) 新入学児1乾物徒学用品費は、一学期末】まで

2 前項の規定にかかわらず、郭;錬△食費については教育委員会が必要と認めるとき
は、別に支部剥 gを定めることができる。
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(年度途中の認定及び隷鱗働

第10条 教育委員会は、転学、災害等により、年度の途中において就艦鞠援助費の支給を
受けようとする保護者については、第5条から第7条までの規定に準じて、その都度
速やかに認定し、就学援助費を支給しなければならない。

2 (略)

(認定の取消し)

第11条 教育委員会は、要保護者及び準要保護r者動;次の各号のいずれかに該当する場合
は、認定を取り消し、速やかに校長に通知するとと戦こ、就学援助費支給取消通知書
彬羨菱:式恥第5号)により保護者に通知するものとする。

(1)( 略)

(2) 入学予定者が楠島原市立小中学校に入学しなかったとき。

(3)( 略)

2 (略)

(年度途中の認定及び支給銚回

第10条 教育委員会は、転学、災害等により、年度の途中において就学菱助を受けよう
とする保護者については、第5条から第7条までの規定に準じて、その都度速やかに
認定し、就学援助費を支給しなければならない。

2 (略)

(認定の取消し)

第11条 教育委員会は、要保護者及び準要保護勧ミ次の各号のいずれかに該当する場合
は、認定を取り消し、世帯票をもって速やかに校長を戦繭知昨ふるとともに、就学援助費
支給取消通知書 (様式第5号)により保護者i覗薫知mするものとする。

(1)( 略)

(2)( 略)

2 (略)
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新 旧

様式第1号 ぼ;5条関係)
就学援助 費受給 申請 疹

年 月 日
南島原市教者長 様

申詔者住所
係騎者氏名 ①
(電話 ) ー

下記の兜紙生徒鯵について就学援助を受けたいので、理由を付して申請します。

学 校 名 学年・組 (ふりがな)
児童生徒等氏名 性 別

児
童
生
徒

年 羅1
L i

年 組
( }

年 組
( i

援
助
を
受
け
た

い
理
由

1 生活保護法に基づく保護の停止又は廃止をされたが依然生活が困瀧であろ
生活保護停止文は廃止年月日 ( 年 月 11)
2 ( 税) の非課税又は減免を受けた,
3 国民年金又は国民健康保険の減免を受けた。
J 児派扶養手・11の支給を受けた。 児童扶養手当証非番号・( )
5 生活福祉資金の貸付けを受けた‘ 決定控又は払込通隣の番号 { }
6 保綾者が職繋安定所登録の日耀労働者である 登録番号 ( )
7 生活保護法の適用を受けないが、それに準ずる生活程度である。
8 病気災害券の特別な事情により経済的に園窮している

家

庭

夢

況

氏 名 続柄 ′に 年‐月 日 賦壕、学校学年※ 年 収 住 宅

年 月 日 万円 1 枠 家

2 借 家

3 その他
( }

年 月 ロ 万円

年 “ 臼 万円

年 月 ロ 万円

年 月 日 万円

{i; " ロ 万円

年 月 u 万円

1 学校羅山で提出のこと。
2 同意書 (様式第 1号の付表) を添付すること‘
3 小学校と中学校にそれぞれ児童生徒がいる場合は、この iTU浄書は‐別々に提出〈だ
　　　
」 ※には‐ 年度の学校名学年を記入してください ,

コジ1而もご記入ください

様式第1号 G第5条関係)
竣学援助 費受給 申請 辞

年 月 日
南島姫市殺す『長 傑

申請者住所
保護者氏名 愈
(鱒話 ) - 一

下記の兜嶺生徒について就学援助を受けたいので、理由を付して申請し三十,

学 校 名 学′年 ・組 (ふりがな)
児童生徒氏名 性 別

竜.

年 茅E1
( i

年一 組

( J

′R

年‐ 牽ーー

( J

鋤
を
受
け
た

い
理
由

1 生活保護法に基づく保護の停止又は廃止をされたが依然生活が困難であろ‘
生活ず業務棒 1ヒ又は廃止年月“ 《 年 月 日)
2 ( 税) の非課税又は減免を受けた、
3 国民年金文は国民健康保険の減免を受けた,
」 児童扶養手当の支給を受けた、 リと故扶養手当証算番号 ( }
5 生活福祉費企の貸付けを受けた 決定鯨又は払込通帳の番号 ( )
6 援護者が職業安定所深緑の日雇労働者.である~ 登録番号 ( )
7 生活保護法の適用を受けないが、それに準ずる生活程度である‐
8 病気災害部の特別な事協により経済的に困窮していろ

家

庭

状

況

氏 名 雛柄 生 4芋 月 日 職業、学校学年‐ 年 惹収 住 宅

鑑p 月 H ,万円 1 ↑群F r家

2 借 家

3 その他
( }

く毎 月 日 万円

年 月 日 万円

年 月 日 万円

年 月 " 77円

年 月 U 万円

年 月 日 万円

1 学校経由で提出のこと
2 同意斧 (様式箔 1号の付表} を添付ずること,
3 小学お空と中学校にそれぞれ男と童生徒がいる場合は、この申請非は、別々に提出くだ
さい-

コ鰹而もご記入ください ,
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1 申請にあたって、現在の生活状況や経済的にお困りのことを具体的に
ご記入ください。 (この項目はご必ずご記入ください。)

2 最近、生活状況が急激に悪化したなど、特別な事情があればご記入く
だ さい。

3 就学費用についてお困りのことがあれば具体的にご記入ください。

4 上記以外で特別な事情があればご記入ください。

内容等に不明な点がある場合には、ご連絡することがあります

1 申請にあたって、現在の生活状況や経済的にお困りのことを具体的に
ご記入ください。 (この頃閉講必ずご記入ください。)

2 最近、生活状況が急激に悪化したなど、特別な事情があればご記入く
だ さい。

3 就学費用についてお困りのことがあれば具体的にご記入ください。

4 上記以外で特別な事情があればご記入ください。

内容郭に不明な点がある場合には、ご連絡することがあります
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様式第 1号の付表

私は、 年度、就学援助費の受給資格認定のために、南島原市要保護及び準要

保懲児讃生徒節就学援助費支給繋親第 2条に定める理由について、南島原市教育委員会

が調査することに同意いたします

また、次年度以降についても認、定を謎続 -rる場合は同様といたしますc

年 月 ロ

南島原市教者長 様

(保護者)

住 所 閏島原市 最地

氏 名 節

様式窮 1号の付表
同 意 鳶

私は、 年度‐純‐開業繊児童生徒就学援助費の受給資格認定のために、南,磯原

市要促談及び液蔓褒獲児童生徒就学援助費支鉛要綱第 2公に定める理由について、南島

原市教育委員会が湖衣することに同態いた しまづ-.

また、次年度以降についても認定を靴毅十る塘拾はlid報といたしま十

年 月 日

南島原市軟膏長 蟻

(供識者)

住 所 湖島原市 霊地

氏 名 ◎
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新 旧

様式第3号 G第7条関係)
就学援助認定 (却下)通知非

様

南島原市教育委員会 庭

年 月 ロ付けで申請がありました就学援助費の支給については、次の
とおり決定したので通知します

学校名 学年 リと績生従事氏名 性三昇り

上記の者について、下記のとおり決定しました

1 要保饗・準要保護に、 年 月から開始

2 却 下
(理由)

様式第3号 (第7条関係)
就学援助議定〔却下)通知書

様

雨島原市教習委員会 園

年 月 日付けで申請がありました就学援助費の支給については、次の
とおり決定したので通知します ,

学校名 学年 児童生徒氏名 性別

上記の者について‐下記のとおり決定しました。

1 要保護・準要保護に、 年 月から開始

2 却 下
{理由)
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様式夢4号 (第8条関係)

南島原市教育委員会 聡
年度就学援助費支給計画通知書

教育扶助
受給の有無

学年の
区 分
男女の
区 分
児縦・生徒等氏名

支 給 明 細
支出 (丁′定) 年月日新人学児

学用品貸 学用品費
修 学
旅行 費 給 食 費

年
牛 刀 ri

新入学児洗用品費

学用品費

修学旅行費

学校給食費

医療費

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

‘1;

‘1;

年

年

年

年

年

年

年

年

‘1;

年

年

年

計 ノ・

様式毒4号 G第8条関係)
年 月

校長 横 南島原市紋宵要員貧 困

雑音援助
受給の有無

学年の
区 分
男女の
区 分
脂・生概名

支 船 明 細
重出 (予め 年月日新入字児

学用品費掌用品翼
修 学
旅行費 給食費

年
年 月 日

新入掌児童用品費

掌用品費

勝蹄癌

繊維費

医療登

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

計 人
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新 旧

様式第5号 (第11条関係)
年 月 日

就学援助費支給取消通知書

様

南島原市教育委員会 圏

就学援助費の支給については、次のとおり取り消したので通知します。

学校名 学年 児童生ネぞ惑氏名 性別 事由発生 H

上記の者について、 により 年 月 n付 支給取消しとする。

様式第5号 謬き11条関係)
年 月 日

就学援助費支給取消通知書

様

南島原市教ず『委員公 園

就学援助費の支給については、次のとおり取り消したので通知します、

学校名 学年 児童生徒氏名 性副 事由発生日

上記の者について、 により 年 月 日付 支給取消しとする

学校名 学年 児童生徒氏名 だ生副 事由発生日学校名 学年 児童生徒鯵氏名 性別 事由発生 H

〉〉

附 則 (平成×年×月×日教育委員会告示第×号)
この告示は、平成降0 月0日からヱ衛行し、改正後の南島原市要保護及乙鞭準要“璃護児彊醍繍礎輔就学援助費支給要綱の規定は、鞠麹8年度の予算に係る就学援助費から適用する。
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議案第 3号

南島原市教育支援委員会の答申について

提案理由

南島原市教育支援委員会から、本市に居住する心身に障害のある児童生徒 (就

学前の幼児を含む) に対し、それぞれの能力に応じた教育が受けられるよう、

その判定と就学指導の適正を期するための答申が出された。

このことに伴い、南島原市教育委員会で審査する必要があるので提案する。

平成 2 8年 1月 2 3日提出

南島原市教育委員会

委員長 近藤 孝信


